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 2 　詳しくは本文「 ₂ 　既存の団体形成仮説」で述べるが、Truman (₁₉₅₁; ₁₉₇₁), Olson (₁₉₆₅), 
Salisbury (₁₉₆₉; ₁₉₇₅) が代表。
 3 　代表的研究として、Salamon and Anheir (₁₉₉₄=₁₉₉₆), Salamon (₁₉₉₄), Cigler and Loomis 












































































（exchange）するのだとされた（Salisbury ₁₉₆₉: ₁₅-₇; ₁₉₇₅: ₁₈₄-₅）8。
　この他、オルソン、ソールズベリーの理論を受けて、コーポラティズム論は、組
織化の際の政府による介入という点を強調し、歴史的文脈から団体形成を論じた9。













 7 　この ₃ つの便益は、ウィルソンが挙げた、物質的誘因、連帯的誘因、目的的誘因という
団体維持のための ₃ つの誘因が基になっているとされる（Wilson ₁₉₇₃: ₃₃-₆）。ソールズベ
リーは、このうち目的的誘因については、物質的な財の追求も含まれてしまうとして、そ
れに代わる表明的便益という概念を用いた（Salisbury ₁₉₆₉: ₁₆-₇）。
 8 　この他、共同意識（Fireman and Gamson ₁₉₇₉=₁₉₈₉）や規範（Knoke ₁₉₈₈）等が団体への
参加をもたらす要因として論じられている。
 9 　代表的研究として、Offe（₁₉₈₁; ₁₉₈₅）等参照。
10　ベリーは、トルーマンとソールズベリーの理論が相互に排他的ではないことを指摘して
おり（Berry ₁₉₇₇: ₂₂）、また、今村浩は、ウィルソンが両者の相互補完性を見出し、これら





























































































13　 ₄ つのスケールのうち、「 ₄ ）日本国外の政治的・社会的なもの」は他に比べて全体的に


























































た「e ビジネス推進連合会」という IT サービスの業界団体が母体となっており、
「₃ 外的誘因・機運の存在」「₄ 個人的事情・内的誘因」の ₄ 類型に分けられ、₁ ）～ ₄ ）の
それぞれのスケールに該当する「出来事」はこれらいずれかの類型に当てはまるとされる
（町村 ₂₀₀₉：₅₇）。本稿に言う政策形成に対する影響力を持つ団体の場合、このうち ₄ を除



































22　新経済連盟「正味財産増減計算書」（自₂₀₁₃年 ₁ 月 ₁ 日　至₂₀₁₃年₁₂月₃₁日）。
23　日本経済団体連合会「収支予算書」（自₂₀₁₂年 ₄ 月 ₁ 日　至₂₀₁₃年 ₃ 月₃₁日）。
24　経済同友会「収支計算書」（自₂₀₁₂年 ₄ 月 ₁ 日　至₂₀₁₃年 ₃ 月₃₁日）。
25　新経済連盟「正味財産増減計算書」（自₂₀₁₂年 ₁ 月 ₁ 日　至₂₀₁₂年₁₂月₃₁日）。




































































































































₂.₀兆円のマイナスであり、両者の差引額 ₂ ． ₉ 兆円がそのまま国全体としての












































41　『日本経済新聞』Web 刊（₂₀₁₃年 ₁ 月₂₉日）。
42　これを含む詳しい業種別の租税特別措置利用状況について、立岡（₂₀₁₃）参照。
43　『日本経済新聞』Web 刊（₂₀₁₃年 ₁ 月₂₉日）。
44　政府税制調査会「法人税の改革について」参照。































































48　『朝日新聞』朝刊（₂₀₁₃年 ₆ 月₁₃日）、『週刊アエラ』（₂₀₀₉年 ₆ 月₁₅日）。
49　『日経 NET Marketing ON LINE』（₂₀₁₀年 ₂ 月₂₂日）。






























































































































60　このような思いについて、『朝日新聞』（₂₀₀₉年₁₀月 ₇ 日）、『週刊アエラ』（₂₀₀₉年 ₆ 月₁₅日）
等参照。
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『日本経済新聞』朝刊（₂₀₁₂年 ₆ 月 ₂ 日）「楽天社長旗振り　₇₇₉社が新団体」．
『日本経済新聞』Web 刊（₂₀₁₃年 ₁ 月₂₉日）「租税特別措置の利用法人₅.₅％増　₁₂年度」http://
www.nikkei.com/article/DGXNASFS2903O_Z20C14A1EE8000/
『日本経済新聞』Web 刊（₂₀₁₄年 ₁ 月₂₀日）「首相、対面・書面原則の規制緩和に意欲『IT しっ
かり活用』」http://www.nikkei.com/article/DGXNASFL200OU_Q4A120C1000000/


































経済同友会「収支計算書」（自₂₀₁₂年 ₄ 月 ₁ 日　至₂₀₁₃年 ₃ 月₃₁日）．
新経済連盟「正味財産増減計算書」（自₂₀₁₂年 ₁ 月 ₁ 日　至₂₀₁₂年₁₂月₃₁日）．
新経済連盟「正味財産増減計算書」（自₂₀₁₃年 ₁ 月 ₁ 日　至₂₀₁₃年₁₂月₃₁日）．
政府税制調査会「法人税の改革について」．
日本経済団体連合会「収支予算書」（自₂₀₁₂年 ₄ 月 ₁ 日　至₂₀₁₃年 ₃ 月₃₁日）．
（人文社会系非常勤研究員）
